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研究成果の概要（和文）：　本研究は、日本教職員組合の教育研究全国集会（以下、全国教研）の企画及び運営
を研究対象とし、組合執行部・講師団・現場教員の三者の関係を考察した。本研究では、同組合が所蔵する初期
全国教研に関わる史料を、特別な協定に基づいて利用・分析した。研究の結果、初期全国教研における日教組中
央執行部の役割が、全国教研という「場」を設定する役割にとどめられていた、ということが明らかになった。
それゆえ講師団は、思い思いに講師としての役割を果たし、レポートの選定は各単組に任されていた。それゆえ
教研集会に提出されるレポートは、日教組の労働運動や政治闘争の方針に縛られない、多様な広がりをもつもの
となっていたといえる。

研究成果の概要（英文）：　This study takes the planning and management of Japan Teachers Union (JTU)
 National Conferences on Educational Research (hereafter, “National Conference”) as the research 
subject and examines the relations among the union executive, Koushi-dan(a group of scholars to 
serve in an advisory capacity for the conference) and classroom teachers. Based on a special 
agreement, this study utilizes and analyzes historical materials on early National Conferences from 
the JTU collection. It was found as a result of the research that the role of the JTU Central 
Executive in early National Conferences was limited to providing a forum for the National 
Conference. Consequently,Koushi-dan performed its role exactly as it wished to, and the selection of
 reports was left to each prefectural union. As a result, it can be said that the reports submitted 
to the National Conference showed a wide diversity and were not circumscribed by JTU policies on the
 labor movement or political struggle.

研究分野： 教育社会学
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１．研究開始当初の背景 
1951 年からほぼ毎年開催されてきた日教

組教育研究全国集会（大会）（以下、全国教
研）は、大会時に報告されたレポートの中か
ら、メディアが注目した成果が報道され一時
的な話題になるほか、右翼団体による開催時
の妨害の様子が報道されるなど、周辺的な出
来事において注目されてきたものの、全国教
研の性格それ自体については、きちんとした
学術的な検討はなされてこなかった。 
 すなわち、研究の分野では、毎年公刊され
ている『日本の教育』や、教育図書館に所蔵
されている全国教研の報告集を用いて、特定
の教科やトピックに係わる戦後の教育運動
の変容を考察したものは多種多様にまとめ
られてきてはいるものの、それらの研究は、
全国教研の開催時に報告された個別のレポ
ートの内容を検討するというものにすぎな
い。全国教研という場、それ自体を考察の対
象とした研究は皆無であった。 
組合執行部・講師団・現場教員の間での複

雑な思惑や力学が働いて運営されていた全
国教研の諸報告に関して、その全体的な性格
を捨象したまま個別のレポートの内容の分
析に終始しているかぎり、全国教研のレポー
トの性格を当時の時代的文脈の中に位置づ
けることは難しい。そのときどきの情勢の中
で、全国教研という場の設定や運営が、どう
いう力学の中で行われていたのかを解明す
る必要があるといえる。 
 全国教研の性格についての位置づけを捨
象したまま、テキストとして教研のレポート
が分析されているという状況が、なぜ生まれ
ているのかを考えると、いくつかの要因が浮
かび上がってくる。ひとつには、冷戦時代の
イデオロギー対立が、全国教研の像を過度に
政治的なものとしてステレオタイプ化させ
てきた、という点があるだろう。政治主義的
な一部のレポートのみに注目が集まり、全国
教研のイメージを過度に単純化させてしま
った、ということである。もうひとつには、
教職員組合組織及び組合運動内部の複雑な
構造や過程が、アカデミックな観点から検
討・考察されてこなかったという事情もある
だろう。日本教職員組合は連合体であり、運
動方針に関しても、組織のあり方にしても、
単組（各都道府県単位組合）ごとに大きな差
異があり、教育学の諸潮流との関係もまた複
雑であった。そうした中で、現場教員と組合
執行部、組合執行部同士の間の緊張関係や、
外部の協力者（教育学者など）との関係もま
た、流動的で微妙であった。全国教研はこう
した内側・外側の各アクターの相互作用に翻
弄されながら開催されていたけれども、組合
運動の一体性を強調する表面上の運営方針
の陰に隠れて、その複雑な事情は目に触れて
こなかった。 
 しかしながら、ポスト冷戦期になって戦後
教育史の中の教育運動の意義や限界を考察
するためには、単純化され、隠されてきた、

教育運動の構図を、あらためて再考してみる
ことが必要であろう。学術的関心からは、イ
デオロギー対立の構図に拘泥して全国教研
を忌避的に眺めるのではなく、その対立の構
図をも、ある時代のひとつの特徴として捉え、
戦後教育史の中に正当に全国教研を据える
ための客観的な分析が必要であると考えた。
これが本研究の着想に至った背景である。本
研究は全国教研の表層的な分析を行う研究
ではなく、全国教研の場そのものに垂鉛をお
ろす研究として開始した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、戦後の教育に大きな影響を持っ

た日本教職員組合（以下、日教組）の全国教
研の開催及び運営を研究対象とし、組合執行
部・講師団・現場教員の相互作用に注目して
分析することで、教育実践と教育運動及び教
育学研究の三者の関係を、歴史的な観点から
見直してみることを目的とした。 
全国教研は、そのときどきの社会的・教育

的課題の解決を目指す教育運動の側面を持
ちながら、同時に、教育実践の専門性を高め
ようとする教職員組合による自主研修とし
ての性格や、アカデミックな教育学と実践的
な教職員との緊張をはらんだ出会いの場と
いう側面も持っていた。運営のやり方をめぐ
る葛藤をはらんだ三者の関係を整理し直す
ことで、全国教研のような教育運動を、同時
代的な文脈の中に位置づけ直すのが最終的
な目標であった。 
 

３．研究の方法 
 全国教研の開催から現在までを網羅的に
追うことはせず、全国教研の重要なアクター
である、組合執行部・講師団・現場教員の関
係を重点的に追究した。研究期間内には、日
教組結成時にこの三者の関係がどのように
構築されたのか、その後 1950 年代にその関
係はどのように変容したのか、その変容の過
程が全国教研の性格にどのように影響を与
えたのか、この点を中心に考察した。 
その方法として、教育図書館所蔵の文献史

料及び日教組が所蔵する内部史料を整理・分
析し、単なる歴史事項の確認にとどまらず、
組合執行部・講師団・現場教員の三者関係の
ダイナミクスを描き出すことで、全国教研の
性格とその後の変容の特徴を明らかにした。 
なお、研究開始当初は、1950 年代から 1980
年代を分析の対象としていた。これは、日教
組内部にイデオロギー対立の存在していた
時期が 1989 年の日教組分裂以前であるから
であった。しかしながら実際の研究において
は、1950 年代初頭の全国教研の分析を行った。
これは、分析すべき史料が膨大に存在してい
たことと、この時期の全国教研が、その後の
組合執行部、講師団、現場教員の関係性の構
図の基点となるために、それを正確に把握す
る必要があると判断したためであった。 
 



４．研究成果 
本研究は、日教組の全国教研の第 1 回大会
から第 4 次集会までを対象とし、その企画、
運営、実施の過程を、組合執行部・講師団・
現場教員の三者の関係に即して明らかにし
た。 
研究一年目（2015 年）は第１回全国教研に

ついて丁寧に分析をした。この分析から判明
したのは、第１回全国教研における日教組中
央執行部の役割のほとんどが、全国教研とい
う「場」を設定する役割にとどめられていた
ということである。そうであるがゆえに、一
部に教条主義的ないしは政治主義的なレポ
ートが混じっていたとしても、全体としては
日教組の労働運動や政治闘争の運動方針に
縛られない、多様な広がりをもったレポート
を集めることが可能だった。多様な顔ぶれの
講師団が、思い思いに講師としての役割を果
たし得たのも、全国教研を開催した日教組が
自らの役割を企画・運営に限定したからであ
ったということもできる。なおこの研究成果
については、日本教育学会 74 回大会（2015
年 8 月 30 日）での発表を踏まえて、2016 年
に論文化した（布村育子、冨士原雅弘、太田
拓紀、岩田考、2016）。 
こうしたいわば「開かれた」姿勢を持って

いた全国教研は、第 2回以降の全国教研にも
継続されていったのだろうか。これが、本研
究の 2 年目と 3 年目（2016 年、2017 年）の
課題となった。研究成果の一部は日本教育学
会第 75 回大会（2016 年 8月 24 日）で発表し
た。以下はその概要である。 
日教組中央執行部は、第 1回全国教研の反

省を踏まえ、第 2回の企画・運営では、より
余裕のあるスケジュールのもとで、中央で定
めたテーマや趣旨を単組の分会レベルにま
で浸透させて、それを反映したレポートが選
ばれてくることを期待するというやり方を
取った。しかし、それはうまくいかなかった。 
 なぜなら第一に、そのようなやり方は十分
実現できなかった。テーマや趣旨が現場の組
合員に浸透する前に、それぞれの単組でレポ
ートが作られていったからである。第二に、
こうした「上から」の運営のやり方に、単組
は批判的であった。そこで、第 4次全国教研
で中央執行部は、各単組から意見を集め、分
科会のテーマを決定するやり方を決定した。
ただし、単組から挙げられる様々なテーマを
絞り切ることができず、やがて教科別分科会
を模索し始めることになった。つまり、中央
執行部は、「上」で設定したテーマと問題意
識とを現場に下ろしていく問題別分科会と
いう第1回全国教研開催当初の理念を放棄せ
ざるを得なかったのである。 
 こうしたテーマ設定のあり方の変化に対
して、講師団は若干の批判はありつつも、教
科別のテーマを求める現場からの声に基本
的に同調した。一方この選択は、講師団に参
加していた研究者にとってみれば、アカデミ
ズムに依拠する知識人としての役割の存立

基盤を危うくするというジレンマを生むこ
とにもなった（太田、2018）。 
単組から全国教研へ提出されるレポート

の選定方法は、中央執行部が選定に関与しな
いという点では基本的に変化はなかった。し
かし、第 2回までとは異なり、第 3回と第４
次では、分科会毎に運営が任されるようにな
り、口頭発表者を選定しないという分科会も
あった。第 4次研究集会になると全国教研の
報告書である『日本の教育』は講師団が編集
責任者となり、レポートの選定における中央
執行部の関与は第 1回と比較するならば、よ
り一層部分的なものとなっていった（布村、
2017）。 
各単組から提出されるレポートの内容は、

問題別分科会が中心であった第2回全国教研
当時から、教科と関連させた実践的なレポー
トが存在していた。中央執行部が意図してい
た政治、経済、社会との関連でまとめられた
レポートもあったものの、実践の場から生み
出されるレポートの内容は、問題別分科会の
意図とは早い段階からズレが生じていた。中
央執行部はレポートの内容への指示を行う
ことをせず、教科別分科会を設定することで、
現場教員と全国教研を結びつけようとして
いた。 
以上をまとめるならば、第 2回大会では中

央で設定した問題意識を現場に浸透させる
やり方が試みられたものの、現実にはうまく
いかず、現場からの批判も強かった。その結
果、第 4次以降、現場の組合員それぞれの問
題意識で書かれたレポートを集めるような
形の全国教研の性格を強めていった。すなわ
ち、全国教研に、中央執行部が全国教研の教
育研究の内容に関与できる範囲は限定され
ており、それは第 1回の時よりも顕著であっ
た。日教組中央執行部が自らの運動方針を現
場の教育研究に反映させていくという余地
はありえず、日教組の労働運動や政治闘争の
方針に縛られない、多様な広がりをもつ大会
という実態があった。 
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